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令和２年９月 

長崎県こども家庭課 

 

 

「長崎県子どもの貧困対策推進計画」（素案）に対する 

パブリックコメントの募集結果について 

 

「長崎県子どもの貧困対策推進計画」（素案）について、パブリックコメントを 

実施したところ、貴重なご意見を賜り、厚く御礼申し上げます。 

お寄せいただいたご意見に対する県の考え方について、以下のとおり、 

公表いたします。 

記 

 

１ 募集期間   令和２年７月２０日～令和２年８月７日（１９日間） 

 

２ 募集方法   郵送、ＦＡＸ、電子メール 
 

 

３ 閲覧方法   県ホームページ掲載、県こども家庭課、 

県政情報コーナー（県民センター内）、 

各振興局行政資料コーナー（長崎振興局を除く） 

 

４ 意見件数   １８件（８個人、１団体） 

 

５ 意見への対応区分の内容 

対応区分 内容 件数 

Ａ 素案に修正を加え反映させたもの １ 

Ｂ 

素案に既に盛り込まれているもの 

素案の考え方や姿勢に合致し、今後、実施・遂

行の中で反映・検討していくもの 

９ 

Ｃ 今後検討していくもの １ 

Ｄ 反映が困難なもの ２ 

Ｅ その他（ご提案・ご意見として承るもの） ５ 
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６ 意見の要旨及び県の考え 

 意見の要旨 
対応

区分 
県の考え 

１ この案のままで問題ない。 Ｂ 本計画に基づき、本県の子どもの貧困対策

をより一層総合的に推進してまいります。 

２ この案は、今の長崎県の貧困対策に合致

しているため、問題は無いと思われる。 

Ｂ 本計画に基づき、本県の子どもの貧困対策

をより一層総合的に推進してまいります。 

３ この案のままで問題ないと思うが、一言。 

高校時代に母子家庭で育っていた同級生

がいた。とても優秀で高卒で、とても良い会

社に就職し、現場リーダーとなっていた。貧

困が必ず子どもの将来に直結する、とは言い

難いのではないか、と感じたが、高校の先生

たちは優秀だからこそ進学という道があると

言っていた。その子は母親を楽にしてあげた

い、と就職の道を選んだ。もし、行政がきちん

と起動し、その子の家庭に金銭的にも余裕が

あれば大学へ進学し、もっと良い将来もあっ

たのではないかと思ってしまう。とても難しい

問題だと思うが、ひとり親家庭の子供たちの

選択肢が広がるような社会になると良い。 

Ｂ 本計画に基づき、本県の子どもの貧困対策

をより一層総合的に推進してまいります。 

また、高等教育の修学支援新制度や給付

型奨学金の創設など、様々な支援制度によ

り、全ての子どもたちが進学することが可能で

あることを、現在作成中のパンフレット等も活

用しながら、小中学生の段階から伝えてまい

りたいと考えております。 

４ 子供の貧困解消は親の経済的安定が第

一。 

第二は懸命に生きるということを教えるこ

と。勉強するということはどういうことかを教え

ること。これに応えられる親がどれほどいる

か。以前は背中で語ると言った言葉があった

が、懸命に生きる中には子供を育てることも

あった。食うために生きることもあった。人生

をいきるということも大事なことではないか。

人生はいいことばかりではない。 

Ｂ ご意見のとおり、子どもが安定した生活を

送るためには保護者の就労状況が安定して

いることが重要であります。また、親が働く姿

を見せることで、子どもが働くことの価値や意

味を学ぶためにも重要であると認識しておりま

す。 

こうした観点からも、本計画の重点施策３

「保護者に対する職業生活の安定と向上に資

するための就労の支援」を着実に実施すると

ともに、子どもの貧困対策の大きな要素となる

良質な雇用の場の創出と産業振興について

は、第３章（２）計画の基本方針と重点施策に

記載のとおり、「長崎県総合計画」及び「まち・

人・しごと創生総合戦略」を策定し、その実現

に向け、全力をあげて取り組んでいるところで

あり、これらの取組とも連動しながら、施策を

推進してまいります。 
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５ 平成２８年度から３１年度まで、長崎県子ど

もの貧困対策推進方針(以下「推進方針」と

いう)を策定し取組を進めてこられたわけだ

が、その効果と到達点はどうであったのか 4

年間の総括が明記されていないため、「推進

方針」の不十分だった点についての今後の

解決策が、長崎県子どもの貧困対策推進計

画(以下「計画」という)にどう盛り込まれている

のかがよく分からない。 

４年間の取組の到達点・反省点と国の新た

な「子供の貧困対策に関する大綱」(以下「新

大綱」という)の両方を踏まえた長崎県の独自

の「計画」というのであれば、４年間の取組の

総括がとりわけ重要になると思う。 

取組の総括と合わせて、今回＜重点施策

＞の「本県の指標と目標値」に挙げられてい

る指標の「推進方針」策定時点での数値がど

うであったのかは最低でも明記すべきだと思

う。 

Ｅ ご指摘の「長崎県子どもの貧困対策推進方

針」の４年間の実績や評価につきましては、比

較するベースとなる国（全国）のデータが必要

となってまいりますが、今回の新型コロナウイ

ルス感染対策の影響により、例年よりも国の

実績公表が遅れている状況にあり、国のデー

タを待って、「長崎県子育て条例推進協議

会」の機会を通して、別途、お示しさせていた

だきたいと考えております。 

本計画については、３年間の結果や新たな

国の指標を踏まえ、目標値を設定するととも

に、平成３１年に公表した「長崎県子どもの生

活に関する実態調査」の結果を参考に、分野

横断的な取組を加え、定めたものであります。 

なお、「長崎県子どもの貧困対策推進方

針」の策定時点における指標の数値について

は、別添のとおりであります。 

６ 本県の貧困線を９７．２万円、子どもの貧困

率を１１．２％、ひとり親世帯の貧困率を３０．

２％としている。全国の貧困線１２２万円をもと

に計算すれば、全国レベルでの本県の子ど

もの貧困率とひとり親世帯の貧困率はどうい

う数値になるのか。 

貧困線が低い本県が、本県よりも貧困線

が高い全国よりも相対的に貧困者が少ないと

いう逆立ちした関係になることについて疑問

を感じる。 

ここでの貧困線は全国に統一すべき。 

Ｃ ここで用いている「子どもの貧困率」は、相

対的貧困率であり、ある国や地域における、

所得格差に注目する指標であります。 

本県の貧困線９７．２万円については、平

成３０年度に実施した「長崎県子どもの生活に

関する実態調査」において、親の所得や世帯

状況が、子どもの生活状況等にどのように影

響しているかを調査する際に、所得階層を区

分するものとして、使用したものであり、国の

貧困線とは、調査の目的や対象、世帯所得の

把握方法等が異なるため、正確な比較ができ

ないものです。 

ご指摘の全国における本県の相対的貧困

率については、全国で同じ条件下で調査を

実施することが必要ですが、現在、国が検討

を行っているところであり、その状況を注視し

てまいりたいと考えております。 

７ ４つの分野での重点施策について、個別

に【現状と課題】と【具体的施策】、担当部局

が明記されていますが、今後５年間の計画期

間中に【具体的施策】がどのように推進され、

【現状と課題】がどう変化（前進あるいは後

退）したのか、その理由は何かという検証を

大事にしていただきたい。そして、４年間の取

組の総括の意義を活かして、次期「計画」に

つなげていただきたい。 

Ｂ 本計画の進捗状況については、ご指摘の

内容を踏まえながら、検証するとともに、長崎

県子育て条例推進協議会において報告し、

公表してまいりたいと考えております。 
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８ 重点施策１「教育の支援」「(6)教育費の負

担軽減」について、【現状と課題】において

は、届いていない公的制度の問題を把握し、

「支援体制を構築するため、学校・家族・地

域・関係機関が連携することが重要です。」と

記載しているが、それが【具体的施策】に反

映されていない。 

制度の周知については、教育委員会・学

校・行政が協力して行うような施策が必要で

ある。（西海市では構築できつつある。） 

Ｂ 市町教育委員会に対し、援助の必要な児

童生徒、保護者へ漏れなく就学援助が実施さ

れるよう、多くの広報手段を活用するなど、十

分な周知を依頼しているところであり、毎年入

学説明会等において制度に関する案内と申

込書を全家庭に配布し、希望する家庭が申し

込みしやすいように取り組んでいるところで

す。 

また、制度の周知については、計画の「第４

章（３）分野横断的な施策」の「①確実に支援

につなぐ仕組みづくり」において、市町と連携

し、保護者と支援者の双方がガイドブックとし

て活用できるパンフレットを作成し、全保護者

と全支援者に配布する予定としており、教育

委員会、行政、関係機関が協力して取り組ん

でまいりたいと考えております。 

９ 就学援助の基準が各市町で様々であるこ

とから、財源にとらわれない制度となるよう働

きかけることが必要である。（例：準要保護の

基準が生活保護の１．３倍になっていない自

治体もある。） 

Ｄ 就学援助の実施主体は、各市町であること

から、財源等についても市町の状況を踏ま

え、それぞれの市町が判断することになりま

す。 

県としては、就学援助制度の趣旨につい

て、周知を徹底するとともに、補助金の事務

処理を通じて、就学援助事業の適切な実施を

促しているところです。 

10 「重点施策１教育の支援」「(8)その他の教

育の支援」「②学校給食を通じた子どもの食

事・栄養状態の確保」について、給食費公会

計化を進めることが必要。 

Ｅ 学校給食費の公会計化については、教職

員の負担軽減の策として国が示したものであ

り、貧困家庭に対する就学援助とは直結しな

いと考えます。また、公会計化については、各

自治体の実情を踏まえ、条例・規則の整備や

徴収・管理システムの環境整備等に取り組ん

でいく必要があるため、県が公会計化を進め

ることは難しいと考えますが、今後も国の動向

や各自治体の取組状況を把握し、各自治体

へ情報提供等を行ってまいります。 

11 ・母子所帯の子供の修学支援 

修学支援は、基本は高校卒業までにすべ

きと考える。大学進学希望者には奨学金制

度の活用や夜間大学・通信大学などの選択

も可能であり、卒業後の就職も県内とは限ら

ない。 

Ｅ 教育の支援については、本年４月から、「高

等教育の修学支援新制度や給付型奨学金」

が創設されるなど、子どもたちがしっかりとした

進路への意識や進学意欲があれば、家庭の

経済状況にかかわらず、進学できる機会を得

られるように、国において、取組が進められて

おります。 
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なお、素案Ｐ３２の「母子父子寡婦福祉資

金貸付金」による支援については、当該奨学

金を活用して進学している学生に対して、県

内において、一定期間を超えて対象業種に

就職・定着した場合に、その返還を免除する

「産業人材育成奨学金返済アシスト事業」を

適用するものであります。 

 

 

 

12 ・教育費の負担軽減 

高校の修学支援も基本は、公立高校に限定

すべきで私立高校は除外すべき。私学助成

制度には一定の条件の設定が必要。例えば

地理的に近辺に希望の公立高校が見当たら

ない。通学困難など。 

Ⅾ 私立学校は、公立学校とともに教育の機会

均等を実現する上で大きな役割を果たしてお

り、公教育の一翼を担っています。 

本県では、高校生の約３割が私学に通学し

ており、特色ある教育を通じて、本県教育の

振興に大きく寄与しているところであり、私立

学校の教育条件の維持向上のためにも、私

学助成を継続する必要があるものと考えてお

ります。 

また、私立高校生を含む修学支援制度は、

高校教育に係る経済的負担の軽減を通じて、

教育の実質的な機会均等に寄与することを目

的に国策として実施されているところであるほ

か、我が国が批准している「経済的，社会的

及び文化的権利に関する国際規約」（社会権

規約）においても無償教育の漸進的な導入を

進めることとされております。 

 

 

 

13 子供の適正(進学校か工業校か商業校な

ど)・能力などを各学校や教育機関で把握で

きる体制作りが必要では。 

Ｅ 各中学校では、卒業後の進路や社会生活

を見つめ、目指すべき将来像を個々の生徒

が描けるよう進路指導の充実に努めていま

す。 

ご意見のとおり、一人一人に対するきめ細

かな指導は極めて重要であり、学校では生徒

の必要に応じたカウンセリング等の充実など、

適切な進路指導を行っているところです。 
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14 子供貧困の根源は親の就業状況にあり、

親の収入など経済状況の把握と、就業が非

正規雇用ならば正規雇用への転換の推進が

貧困対策の最重要項目では。市町村・ハロ

ーワークなどの公的機関が介在して正規雇

用の就職の斡旋が必要。 

Ｂ ご意見のとおり、子どもが安定した生活を

送るためには保護者の就労状況が安定して

いることが重要であります。 

このため、本計画の重点施策３「保護者に

対する職業生活の安定と向上に資するため

の就労の支援」を着実に実施するとともに、子

どもの貧困対策の大きな要素となる良質な雇

用の場の創出と産業振興については、第３章

（２）計画の基本方針と重点施策に記載のとお

り、「長崎県総合計画」及び「まち・人・しごと創

生総合戦略」を策定し、その実現に向け、全

力をあげて取組んでいるところであり、これら

の取組とも連動しながら、施策を推進してまい

ります。 

 

15 母子所帯の具体的支援で、「キャリアアッ

プの助成金」、「求人情報の提案」、「各種セ

ミナー」程度の支援では物足りない。 

市町村・ハローワークなどの公的機関が介

在して専従的な正規雇用の就職の斡旋が必

要。 

Ｂ ご指摘の「ひとり親家庭の親への就労支

援」については、素案Ｐ５０に記載のとおり、市

町、ハローワーク、長崎県ひとり親家庭等自

立促進センターなどの関係機関が緊密に連

携し、個々のひとり親家庭の実情に応じて、

正規雇用などのより良い条件での就労に向け

て支援を実施しているところであります。 

 

16 新型コロナ対策で経済的な緊急対策が必

要になった。貧困対策推進の再検討や見直

し、実施の延期が必要ではないか。 

Ｂ ご意見のとおり、新型コロナウイルス感染拡

大対策の影響によって、日本の経済は大幅

に下押しされ、国難というべき厳しい状況に置

かれています。 

こうしたことから、本計画の「第４章（３）分野

横断的な施策」の「①確実に支援につなぐ仕

組みづくり」として、支援が必要な世帯に対

し、既存の支援制度をはじめ、緊急経済対策

などの利用可能な支援制度について、確実

に支援につないでまいりたいと考えておりま

す。 

また、今後、社会情勢等による子どもを取り

巻く環境の変化に対応し、必要に応じて本計

画の見直しを行ってまいりたいと考えておりま

す。 
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17 長崎県子どもの貧困対策推進計画(素案)

の P59 に、『ながさき子ども食堂ネットワーク』

について言及しており、「対象者を限定して

いないため、貧困対策に繋がっているか疑

問。開催頻度が少ない。地域偏在がある。」

という県の指摘は、的を得ており、他にも「保

護者が利用することに OK を出さない。他の

利用者に遠慮して利用できない。開催の情

報を知らない。」等、子ども食堂のデメリットも

あり、県としては協働していくべきだが、まだ

まだ解決すべき事が多い。 

このように子ども食堂は、『本当に来て欲し

い子ども食堂を必要としている子どもに来て

もらうことが難しい』という問題に直面してい

る。 

ただ、子ども貧困問題へのアプローチとし

ては重要であり、新しい地域の拠点、新しい

世代間交流の機会となり、今後も県や様々な

企業、団体、個人を巻き込み、推進展開して

いく必要がある。 

そこで、『ガバナンスクラウドファンディン

グ』を活用して、子どもの貧困を支援する団

体、個人を資金援助出来る仕組みを創って

はどうか。例えば、佐賀県『ふるさと納税を活

用したNPO支援』等を参考したい。基金の創

設により、草の根活動を持続可能に出来るよ

うに支援していく事が重要である。基金を活

用して、県内子ども食堂は勿論、子どもの貧

困の為に活動している団体、個人をサポート

する。 

また、NPO 法人抱樸(福岡県北九州市)の

ひとり親支援(訪問型生活サポート)や生活困

窮者支援(就労、生活保護申請、住宅支援)

等を行なう事業体を長崎県内でも育成、拡大

させて、持続可能な活動にしていく。そんな

取り組みを通じて、県民あげて子どもの貧困

を根絶していく事が求められている。 

私も子どもがいる家庭で、他人事ではない

と思い、今回色々と調べていく中で、長崎県

内でも子どもの貧困問題に取り組む方々が

大勢おられる事、課題が分かった。何か自分

自身出来る事はないか、日々考える事が増

えた。私のように直接活動に参加が難しいけ

ど、支援したいというニーズを汲み取る仕組

みがガバナンスクラウドファンディングでも良

いと思い、提案した。 

Ｅ 国の大綱には、「施策の推進体制等」に係

る取組の一つとして、「民間公益活動を促進

するための休眠預金等に係る資金の活用に

関する法律」に基づく、休眠預金等を子ども

や若者の支援に係る活動等に活用する制度

の円滑な運用に向けて、環境整備や広報等

に努めることが明記されております。 

ご提案の「ガバナンスクラウドファンディン

グ」につきましては、本県では、民間での取組

になりますが、大綱の趣旨に沿って、休眠預

金の県内での活用を目指し、本年５月に、県

内初のコミュニティ財団「一般社団法人未来

基金ながさき」が創設され、寄付金を集める手

法として、クラウドファンディングを既に開始し

ているところであります。 

寄付金については、子どもの貧困問題や

学習支援、居場所づくりなどに取り組む団体

を支援するために活用される予定であり、県と

しましても、こうした民間の活動と協働してまい

りたいと考えております。 
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18 令和２年７月１７日に厚生労働省が２０１９

年国民生活基礎調査を公表しており、平成３

０年の貧困線、貧困率等の値が示されている

ため、関係箇所の修正が必要ではないか。 

・P4 第２章「子どもの貧困の現状等」「(1)子ど

もの貧困率」 

・P20「本県の指標と目標値」「経済的支援」 

Ａ ご意見を踏まえ、加筆・修正いたします。 

 

 


